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２．調査目的と調査方法 １．はじめに 

そこで当研究所では、エネルギー・環境問

題について正しい認識を持つことが持続可能

な社会の構築にあたって非常に重要であるこ

とを踏まえ、持続可能なエネルギー源や利用

方法など、「持続可能」をキーワードにしてエ

ネルギー・環境問題に関する人々の認識を把

握するために、関西地域の成人男女を対象と

し、訪問留置法による質問紙調査を平成 19

年 10 月～11 月に実施した（回収数 1,113 名）。

質問の概要は以下の通りである。 

 地球温暖化をはじめとする地球環境問題は

地球規模での喫緊の重要な課題になっている。

今年は京都議定書の第一約束期間が始まり、

また、ポスト京都に向けて、昨年ドイツ・ハ

イリゲンダム、今年は我が国・北海道の洞爺

湖で開催された主要国首脳会議（Ｇ８サミッ

ト）においても、重要なテーマとして議論さ

れた。こうした環境問題の解決に向けて、人々

の価値観やライフスタイルの見直しなど、国

民一人一人が主体的に取組むことにより、「持

続可能な社会」の構築が求められている。 ・京都議定書や地球温暖化に関する知識、 

認識  「持続可能」は、国連に設置されたブルン

トラント委員会が 1987 年に公表した報告書

「Our Common Future」で環境と開発の関係に

ついて、「将来世代のニーズを損なうことなく

現在の世代のニーズを満たすこと」という「持

続可能な開発」の概念が打ち出され、さまざ

まな場面で用いられるようになってきている。

しかし、環境問題の他、公平性（世代間、地

域間、男女間）、貧困削減など、その概念は広

い。また、「持続可能な開発」はエネルギーと

の関連が深いが、人々のエネルギー・環境問

題に対する認識は十分ではないことが明らか

になっている。 

・持続可能な社会に関する認識 

・将来のライフスタイルの見直しに対する 

意識 

・将来のエネルギー政策に関する意識 

 

３．調査結果の概要 

(1) 京都議定書や地球温暖化に関する知識・ 

認識 

温室効果ガス排出量削減目標を定めた京都

議定書の第一約束期間が 2008 年度から始ま

っている。このことについて人々の認知度を

調査したところ、「よく知っている」、「知って

いる」と回答した人はあわせて 37％、「聞い 
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 たことがある」と回答した人も含めると 8 4％

にのぼる（図 1）。非常に多くの人が京都議定

書における温室効果ガス排出量算定の対象と

なる期間の始まりを認知しており、地球温暖

化問題に関する関心が高まってきているとい

えよう。 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

 

 ハイリゲンダムサミットにおいて提案され

た、「2050 年に温室効果ガス排出量を半減す

る」というポスト京都としての目標を達成す

べきか否かについて人々の考えを質問した。

その結果、この目標を「達成すべき」「どちら

かといえば達成すべき」と回答した人は 83％

であり（図 2）、世界の各国が温室効果ガス排

出量の削減に努力していくべきであるという

認識は浸透している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

しかしながら、「2050 年に温室効果ガス排出

量を半減する」という目標が達成可能である

と回答した人は 20％程度にとどまっており、

達成しなければならない課題ではあるが、現

実問題として目標の達成を実現できると考え

る人は少ない（図 3）。 

 

 

 

 

 

 これまでの調査結果をみると、二酸化炭素

などの温室効果ガスの増加によって地球温暖

化が進むことは多くの人が認知しているが、

そのしくみまではあまり知られておらず、誤

解をしている人は多い。地球温暖化に影響す

る電磁波は何かを問う質問をしたところ、半

数近くの人が紫外線を挙げている。また、オ

ゾンホールから入ってくる太陽エネルギーが

増えることによって地球温暖化が進むと思う

かという質問に対し、「そう思う」「どちらか

といえばそう思う」を回答した人はあわせて

68％に及んでおり（図 4）、地球温暖化とオゾ

ン層の破壊とを混同しているものと推察され

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 持続可能な社会に関する認識  

「持続可能」ということについて、人々は

どのような認識をしているかを探ることとし

た。まず、現在の社会は持続可能な社会であ

るといえるか否かを人々に尋ねたところ、「持

続可能な社会であると思う」と回答をした人

9% 28% 47% 16%

よく知っている 知っている

聞いたことがある まったく知らない

図 1 京都議定書における温室効果ガス排出

量削減の算定が 2008 年度から行われ

ることを知っているか 

図 2 「2050 年に温室効果ガス排出量を半減

する」という目標は達成すべき目標で

あると思うか 

図 3 「2050 年に温室効果ガスの排出量を半

減」目標は達成可能な目標であると思

うか 

5% 16% 34% 36% 9%

可能である

どちらかと言えば可能である

どちらともいえない

どちらかと言えば不可能である

不可能である

（Ｎ＝1,113）

（Ｎ＝1,113）

図 4 地球温暖化はオゾンホールから入って

くる太陽エネルギーが増えることによ

って進むと思うか 
39% 44% 16%

1%

0%

達成すべき

どちらかと言えば達成すべき

どちらともいえない

どちらかと言えば達成しなくて良い

達成しなくても良い

39% 29% 20% 5% 8%

そう思う

どちらかと言えばそう思う

どちらともいえない

どちらかと言えばそう思わない 

そう思わない

（Ｎ＝1,113）

（Ｎ＝1,113）

 9



は 16％にしかすぎず、半数の人は「持続可能

な社会であるとは思わない」との考えを持っ

ている（図 5）。 

 

 

 

  

  

  

  

   

では、「持続可能な社会」であるか否かをど

のような認識の下で回答したのであろうか。

「持続可能」という言葉に対して、人々はど

のようなこと（もの）を思い浮かべているの

かを把握するために、食料問題、エネルギー

問題、平和、公平性などの項目を提示し選択

してもらうこととした。その結果、環境問題

など気候変動を選択する人が多いのではない

かと想定していたが、「食料・水」、「エネルギ

ー」、「平和・安全」といった項目への回答が

多かった（図 6）。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 食料・水は人間が生きていくために必要不

可欠なものであり頷ける結果である。また、

エネルギーも現在の生活においては、食料・

水と同様、欠かすことができないものとして

位置付けられる。これらは、自らの生活に直

結するもので、その供給量の減少や価格高騰

などの懸案等の影響もあり、「持続可能」につ

いて現在ならびに将来にわたって安定した生

活を維持するための要素として挙げられたと

思われる。 

図 5 現在の社会は「持続可能な社会」である

と思うか 

3%13% 34% 28% 22%

そう思う

どちらかと言えばそう思う

どちらともいえない

どちらかと言えばそう思わない

そう思わない

（Ｎ＝1,113）

 

(3) 将来のライフスタイル見直しに対する意 

 識 

 現在の生活を続けていては、将来「持続可

能な社会」を構築できるとは考えられない。

そこで、「持続可能な社会」を構築するために

は、環境問題に関連するエネルギーを対象に、

政府や国民はどのようなことをすべきかを質

問した結果を図 7 に示す。 

 「３Ｒ（Reduce、Recycle、Reuse）を徹底

して実施する」という項目を80％近くの人が

選択した。一方、「自家用車に乗らない」とい

う項目を選択した人は比較的少なかった。こ

のことは、無駄を省き、比較的容易にできる

ものから取組み、必要なものには従来どおり

の便利さを求めているように考えられる。 
図 6 「持続可能」について どのようなこと 

（もの）を思い浮かべるか(M.A.)   

  

  

図 7 持続可能な社会を構築するために、日本

政府や国民はどのようなことをすべき

か（M.A.） 
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0% 20% 40% 60% 80%
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産業活動を今ま での半分以下にする
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その他

（Ｎ＝1,113） 

（Ｎ＝1,113）
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 では、無駄を省き、エネルギーの節約ある

いは温室効果ガス排出量の削減のために、自

分のライフスタイルを見直す意志があるのだ

ろうか。長期目標である温室効果ガス排出量

を半減するために、ライフスタイルを変える

ことができるか否かを質問した結果、40％近

くの人は「生活を変えるつもりはない」ある

いは「生活を変えるのは困難」だと考え、進

んで生活を変えようと考える人は20％弱にと

どまっている（図 8）。 

  

  

 

 

 

  

  

 

 

 現状の豊かで便利な生活を続けていては、

地球温暖化を防止することは難しく、持続可

能な社会を構築することなど到底できないと

いう認識を持ちながらも、温室効果ガスの排

出量の半減のために、自らのライフスタイル

を見直すことには消極的な面が窺える。 

 

(4) 将来のエネルギー政策に関する意識 

 人々は今後の電力供給に対し、どのエネル

ギー源に期待し、また、どのエネルギーを推

進していくべきであると考えているのかを調

査した。 

 今後のエネルギー政策として最優先すべき

エネルギーはどのエネルギー源であると思う

かを質問したところ、価格が高くなっても太

陽光発電や風力発電といった自然エネルギー

を推進していくべきであると回答した人が

39％で最も多かった（図 9）。次いで、天然ガ

スの利用拡大、安全を前提に原子力発電の推

進を挙げた人がそれぞれ 15％ と なっていた。

太陽光発電、風力発電および天然ガスについ

ては「高くても」という条件を付したが、「安

い」という情報を与えた石油や石炭を選択す

る人は少なく、若干出費が多くなっても温室

効果ガス排出量の少ないエネルギーを選択し

ていこうという思いが見られる。 

  
図 9 今後のエネルギー政策として最優先す

べきエネルギーはどのエネルギー源で

あると思うか 
 

 
図 8 温室効果ガスの排出量の半減のために，

ライフスタイルを変えることができる

か 

 

  

  

  

  

3% 15% 5% 15% 39% 10% 12%

安くて便利な石油の利用を拡大する

高くても天然ガスの利用を拡大する

安価な石炭の利用技術の開発をする

安全を前提に原子力発電を推進する

高くても太陽光、風力発電を推進する

省エネルギーを大胆に推進する 

わからない

（Ｎ＝1,113）

3% 34% 40% 18% 5%

生活を変えるつもりはない

生活変えるのは困難　　   

止むを得ないので、生活を変える

進んで生活を変える

わからない

（Ｎ＝1,113）

 

 

 

 

 今後、地球温暖化防止対策の推進に極めて

重要な位置を占める原子力発電が持続可能な

エネルギーであるのかどうかを質問したとこ

ろ、肯定、否定、中間層にほぼ三分された（図

10）。 

 
図 10 原子力発電は持続可能なエネルギー

であると思うか  

 

 

  

  

  

  

12% 22% 31% 22% 13%

そう思う

どちらかと言えばそう思う

どちらともいえない

どちらかといえばそう思わない

そう思わない

（Ｎ＝1,113）

 

 原子力発電は発電時に二酸化炭素を排出せ

ず、脱炭素化に期待されているものの、持続

可能なエネルギーとして認識を持つ人は多く
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ない。その理由として、「事故が発生すれば、

将来の世代のニーズを満たす能力を損なう」

という回答をした人が 72％と最も多く（図

11）、放射線を大量に放出するような事故によ

る環境破壊への危機感が強く影響しているも

のと思われる。 

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

４．まとめ 

(1) 京都議定書における第一約束期間の開始

についての認知度は高く、地球温暖化問題に

関する関心が高まっているが、地球温暖化の

しくみ等の理解はまだ十分ではない。 

 

(2) 「持続可能」について持つイメージとし

て、「食料・水」「エネルギー」「平和」が多く

挙げられた。Ｇ８サミットで提案された「温

室効果ガス排出量の半減」という目標に対し

て、多くの人が達成すべきであると考えてい

るが、その達成は困難であると思っている。

しかしながら、温室効果ガス排出量の削減の

ために自らのライフスタイルを見直すことに

ついては消極的である。 

 

(3) 「原子力発電が持続可能なエネルギーで

ある」と考える人はそれほど多くない。持続

可能なエネルギーでないと思った理由として

は「事故が発生すれば、将来の世代のニーズ

を満たす能力を損なう」との回答が多く、原

子力に対する負のイメージが強く影響してい

ると思われる。 

 

５．おわりに 

持続可能な社会を築くためには、一人一人

がライフスタイルについて価値観や行動を見

直すことができるよう、知識向上の他、人々

の意識改革が重要であろう。 

図 11 原子力発電は持続可能なエネルギー

でないと思った理由(M.A.) 

72

33

22

14

10

0% 20% 40% 60% 80%

事故が発生すれば、将来の世代の

ニーズを満たす能力を損なう

原子力発電で使う 燃料に限りがある

電力需要をすべてま かなえない

二酸化炭素等の温室効果ガスを排出

する

安定的な電力供給ができないから

また、京都議定書目標達成計画において“地

球温暖化問題の重要性を認識・理解し、地球

温暖化防止のための行動が習慣となるよう

（中略）、「国連持続可能な開発のための教育

の１０年」を踏まえ、環境保全活動及び環境

教育を推進する”と記載されているように次

世代を担う子どもたちへの教育も重要である。

これまでも、省エネの推進、環境に優しい発

電方法として太陽光発電や風力発電等の新エ

ネについて学んでいるが、原子力発電につい

てはほとんど触れられていない。新エネは効

率やコスト等、原子力発電も放射性廃棄物の

処理等の課題がある。これらの長所・短所を

理解した上で、明るい未来を築くために、ど

のようなエネルギーを選択していくべきか、

総合的かつ適切な判断ができるような知識や

認識を学校教育段階で身に付けておくべきで

あり、今後、環境、資源・エネルギー問題を

関連付けた教育が進むことを期待する。 

Ｎ＝389 
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